
1 重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

（2）棚卸資産の評価基準

最終仕入原価法を採用している。

（3）固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却は、次の方式を採用している。

有形固定資産…定額法

無形固定資産…定額法

リース資産…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（4）リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引

（5）消費税等の会計処理

税抜方式によっている。

2 会計方針の変更

基準の変更による当期の影響額は、管理費から事業費に配賦した26,215千円である。

3 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次の通りである。 （単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

　　定期預金 10,384,923 0 0 10,384,923

10,384,923 0 0 10,384,923

　特定資産

　　普通預金 356,707 0 144,127 212,580

　　定期預金 0 0 0 0

　　有価証券 89,943,293 50,144,127 50,000,000 90,087,420

90,300,000 50,144,127 50,144,127 90,300,000

100,684,923 50,144,127 50,144,127 100,684,923

4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次の通りである。 （単位：円）

当期末残高
（うち指定正
味財産からの

充当額）

（うち一般正
味財産からの

充当額）

（うち負債に
対応する額）

　基本財産

　　定期預金 10,384,923 0 10,384,923 0

10,384,923 0 10,384,923 0

　特定資産

　　普通預金 212,580 0 212,580 0

　　定期預金 0 0 0 0

　　有価証券 90,087,420 0 90,087,420 0

90,300,000 0 90,300,000 0

100,684,923 0 100,684,923 0

財務諸表に対する注記

リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

小　　計

小　　計
合　　計

科　　目

科　　目

満期保有目的の債券…購入時の取得価格によっている（償却原価法については、取得価格と債
券金額の差額について重要性に乏しいため、適用していない）。

平成26年3月期より、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律並びに公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律の関連する規定に基づく会計基準に変更した。

小　　計

合　　計

小　　計



5 担保に供している資産

なし

6 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

取得価格 当期末残高

979,432 342,798

1,575,648 555,913

2,555,080 898,711

7 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益 （単位：円）
帳簿価格 時　価 評価損益

10,000,000 10,095,000 95,000

10,000,000 9,364,000 △ 636,000

19,943,293 19,943,293 0

50,144,127 49,672,331 △ 471,796

90,087,420 89,074,624 △ 1,012,796

8 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次の通りである。 （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

0 2,400,000 2,400,000 0

0 2,210,000 2,210,000 0

0 4,610,000 4,610,000 0

9 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし

10 資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

ファイナンス・リース取引関係

　リース資産の内容

　その他固定資産　　カラー複合機（什器備品）１台である。

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：円）

(2)未経過リース料期末残高相当額 （単位：円）
1年以内 1年超 合　計

300,480 275,440 575,920

(3)当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：円）

(4)減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。

合　　計

合　　計

科　　目 減価償却累計額

　什器備品 636,634

合　　計 1,656,369

種類及び銘柄

ソフトバンク社債

ビー・エヌ・ピー・パリバ

CITIGROUP　INC 社債

　図書備品 1,019,735

みずほフィナンシャルグループUSD

交付者

研究助成金 新技術振興渡辺記念会
科学研究費 （独）日本学術振興会

什器備品

　取得価額相当額 1,502,400

　減価償却累計額相当額 926,480

　減価償却費相当額 300,480

　支払利息相当額 0

　期末残高相当額 575,920

　未経過リース料

　支払リース料 300,480
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